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平成24年11月12日（月） 


総   務   省 


資  料 
 


（事業税における社会保険診療報酬等 
に係る特例措置について） 







社会保険診療報酬に係る実質的非課税措置について 


  


 医業を営む個人及び医療法人の所得の計算上、社会保険診療につき支払いを受


けた金額は益金の額に算入せず、また、経費は損金の額に算入しないことにより、


社会保険診療に係る所得が実質的に非課税（平成24年度減収見込額:1,070億円※）。 


 


11/15税調本体会合 


提出資料（案） 


 国税(法人税･所得税)においては課税する一方、事業税は一律に課税できない。 


※地方法人特別税の減収分を含む。 


損 金 


益 金 


不算入 


       社会保険診療に係る収入 
（19兆6,161億円） 


社会保険診療に係る経費 


自由診療 


に係る 


経費 


自由診療 


に係る収入 


社会保険診療に係る所得 


（2兆2,022億円） 


（注） 収入金額及び所得金額は、「平成２３年度道府県税の課税状況調（速報値）」による 


非課税 
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医療法人の自由診療に対する軽減税率の適用について 


 医療法人の自由診療に係る所得のうち、年４００万円を超える部分について税
率を軽減（平成24年度減収見込額：32億円※）。 


社会保険診療部分 
自由診療
部分 


医療法人 
（参考） 


普通法人 


所得 年400万円以下 5.0％ 5.0％ 


   年400万円超800万円以下 6.6％ 


軽減税率 


7.3％ 


   年800万円超 9.6％ 


※税率は、地方法人特別税の税率を含む。 


非課税 


約８7％ 


約１３％ 


11/15税調本体会合 


提出資料（案） 


国税(法人税)は通常税率で課す一方、法人事業税は一律に軽減税率を適用。 


医療法人の所得 


※地方法人特別税の減収分を含む。 


  社会保険診療 


   に係る収入 


 自由診療に係る収入 


  （2兆6,061億円） 益金 


損金   社会保険診療 


   に係る経費 
自由診療に係る経費 自由診療 


に係る所得 
（1,611億円） 


（注） 収入金額及び所得金額は、「平成２３年度道府県税の課税状況調（速報値）」による 2







平成24年度税制改正大綱（抄） 


＜平成24年度税制改正大綱（抄）＞ 


 


第３章 平成24年度税制改正 


７．検討事項 


〔地方税〕 


（５）事業税における社会保険診療報酬に係る実質的非課税措置については、 


  国民皆保険の中で必要な医療を提供するという観点や税負担の公平を図る 


  観点を考慮した上で、地域医療を確保するために必要な措置について引き 


  続き検討します。 


   事業税における医療法人に対する軽減税率については、税負担の公平を 


  図る観点や、地域医療を確保するために必要な具体的な措置等についての 


  これまでの議論を踏まえつつ、平成25年度税制改正において検討すること 


  とします。 


平成 2 3年 1 2月 1 0日 


閣 議 決 定 
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（参考）平成22,23年度大綱（抄） 


 


＜平成22年度税制改正大綱～納税者主権の確立へ向けて～（抄）＞ 


１１．検討事項 


 事業税における社会保険診療報酬に係る実質的非課税措置及び医療法人に対


する軽減税率については、来年１年間真摯に議論し、結論を得ます。 


 


 


＜平成23年度税制改正大綱（抄）＞ 


９．検討事項 


 事業税における社会保険診療報酬に係る実質的非課税措置及び医療法人に対


する軽減税率については、平成22 年度の議論を踏まえつつ、地域医療を確保す


るために必要な措置について、来年１年間真摯に議論し、結論を得ます。 


 


平成 2 1年 1 2月 2 2日 


閣 議 決 定 


平成 2 2年 1 2月 1 6日 


閣 議 決 定 
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事業税における社会保険診療報酬等に係る特例措置に関する意見 


○ 日本税理士会連合会 


 「平成25年度・税制改正に関する建議書(平成24年6月28日)」 
 


 Ⅰ 税制改正建議項目 


  27．個人事業税の対象事業を拡充し、併せて事業主控除の金額を引き上げること。 


    非課税事業の範囲や課税標準に関する社会保険診療報酬等の非課税特例（法人においても同様の 


   特例措置がある。）などについて、そのあり方を見直す必要がある。 


（平成24年10月25日 第３回税制調査会提出資料より） 


 「平成25年度税財政等に関する提案(平成24年10月)」 
 


  ５ 社会保険診療報酬に係る課税特別措置の見直し 


    事業税における社会保険診療報酬に係る課税の特別措置の見直し（所得計算の特例及び医療法人 


   に対する軽減税率の適用の撤廃）を行うこと。       


（平成24年10月25日 第３回税制調査会提出資料より） 


○ 全国知事会 


 Ⅱ．税制改革に関する要請項目（連合「2012-2013年度 政策制度 要求と提言」） 
 


  ７．国と地方は、地方分権にふさわしい地方税・財政をめざして改革を行う。 


  （８）法人事業税の診療報酬に対する非課税措置を見直す。 


（平成24年10月25日 第３回税制調査会提出資料より） 


○ 日本労働組合総連合会 
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①全国の病院に占める自治体（公立）病院の割合 


(単位：病院) 
Ａ－国立          274（ 3.2%） 
Ｂ－自治体立         967（ 11.2%） 
Ｃ－公的（※）       289（ 3.4%） 
Ｄ－社会保険関係      120（ 1.4%） 
Ｅ－医療法人・個人   6,090（ 70.7%） 
Ｆ－その他(公益法人等）  872（ 10.1%） 
  合  計       8,612（100.0%） 


(単位：床) 
Ａ－国立         116,209（ 7.3%） 
Ｂ－自治体立       233,218（ 14.7%） 
Ｃ－公的（※）        96,068 ( 6.1%） 
Ｄ－社会保険関係      35,217（ 2.2%） 
Ｅ－医療法人・個人    888,039（ 56.1%） 
Ｆ－その他(公益法人等）215,667（ 13.6%） 
    合  計     1,584,418（100.0%） 


出典：厚生労働省 医療施設動態調査 


（平成23年12月末現在） 


※公的：日赤、済生会、北海道社会事業協会、 


    厚生連 


Ａ 
Ｂ 


自治体立 


11.2% 


Ｃ 


Ｄ 


Ｅ 


Ｆ 


病院数 


Ａ Ｂ 


自治体立 


14.7% 
Ｃ 


Ｄ Ｅ 


Ｆ 


病床数 


自治体（公立）病院の現状 


自治体病院は全体に占める割合は11％だが、へき地医療などの不採算医療分野で
大きな役割を果たしている。 
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自治体立 


39.5% 
( 133病院) 


国立 


18.7% 


(63病院) 


公的 


20.7% 


 (70病院) 


その他 


21.1% 


( 71病院) 


地域がん診療連携拠点病院 


（平成23年4月1日現在） 


②自治体（公立）病院の役割 
自治体病院の占める割合  


268病院 


自治体立 


43.5% 
( 270病院) 


国立 


5.6% 


(35病院) 


公的 


19.3% 
 (120病院) 


その他 


31.6% 
( 196病院) 


災害拠点病院 


（平成23年7月1日現在） 


621病院 


自治体立 


41.9% 


( 13病院) 


公的 


25.8% 


 (8病院) 


その他 


32.3% 


( 10病院) 


小児救急医療拠点病院 


（平成22年3月31日現在） 


31病院 


自治体立 


38.4% 


( 94病院) 


国立 


15.1% 


(37病院) 


公的 


20.4% 


 (50病院) 


    その他 


  26.1% 


( 64病院) 


救命救急センター 


（平成23年12月1日現在） 


245病院 279病院 


337病院 


自治体立 


41.2% 
( 115病院) 


国立 


12.9% 


(36病院) 


公的 


21.5% 


 (60病院) 


その他 


24.4% 


( 68病院) 


地域周産期母子医療センター 


（平成23年4月1日現在） 


自治体


立 


67.5% 
( 181病


院) 


国立 


3.0% 


(8病院) 


公的 


17.6% 


 (47病


院) 


その他 


11.9% 


( 32病


院) 


へき地医療拠点病院 


（平成22年4月1日現在） 


出典：平成24年度全国自治体病院協議会資料 
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平 成 2 4 年 度  第 6 回  税 制 調 査 会  


 
 


日時：平成２４年１１月１２日（月）午後５時３０分～６時３０分  


場所：合同庁舎第４号館１１Ｆ   共用第１特別会議室  


 


 


１．開会            ５：３０  


 


２．租税特別措置等の見直しについて 


５：３０～５：５５  


 


３．社会保険診療報酬等に係る特例措置について 


          ５：５５～６：２０  


 


４．会計検査院の意見表示について 


６：２０～６：３０  


 


５．閉会            ６：３０  








資    料 
（税負担軽減措置等の見直し） 


平成24年11月12日(月) 
総   務   省 
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1


税負担軽減措置等の見直し結果（平成22～24年度税制改正）


〔見直し結果〕


２８６ （平成22年度税制改正前）


政策税制措置徴収方法の特例
手続の特例 等


（注）特例措置数は、平成22年3月31日までの公布法令に基づく。


〔平成22年度税制改正前の地方税法の規定による特例措置〕


３３８ （平成22年度税制改正前）


＋


廃止廃止


３０１０６ ５９


縮減


２３３ （平成24年度改正後政策税制措置）


２９１


税負担軽減措置等


税負担軽減措置等


22年度


創設


23年度


創設


＋


2


見直し済みの措置


１９５
（平成22年度～24年度税制改正の純計）


見直し未済の措置


24年度


創設


47


〔平成22～24年度改正〕


22年度改正 ＋１
24年度改正 ＋５


創設


５３


徴収方法の特例
手続の特例 等


徴収方法の特例
手続の特例 等


５８


５８


52


4


（注）震災関連39項目含む。


2 474


・特例率の引下げ ・対象の限定
・要件の厳格化 ・適用期限の設定 等


９１


うちH25改正で要望がある項目： 11項目


H25改正で要望がない項目： 80項目
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○個人住民税関係


障害者等の少額公債の利子の非課税 なし 地23条1項14号
勤労者財産形成住宅貯蓄の利子所得の非課税 なし 地23条1項14号
勤労者財産形成年金貯蓄の利子所得の非課税 なし 地23条1項14号


申告を要しない配当所得 なし
地32条12項、13項、313
条12項、13項


寡婦控除の特例 なし
地34条3項、314条の2・3
項


同居の老親等に係る扶養控除の特例 なし
地34条5項、314条の2・5
項


所得割の非課税の範囲等の特例措置 当分の間 地附則3条の3


阪神・淡路大震災に係る雑損控除額等の特例
H7年度分の住民税
（H10年度分まで
繰越控除可能）


地附則4条の3


阪神・淡路大震災に係る財産形成住宅貯蓄等の利子等に係る利子割の額の還付 H7.3.26払出分 地附則8条の3
上場株式等に係る配当所得の課税の特例措置 当分の間 地附則33条の2


土地の譲渡等に係る事業所得等に係る課税の特例措置
当分の間


（注）適用停止措置は、
H25.12.31


地附則33条の3


優良住宅地の造成等のために土地等を譲渡した場合の長期譲渡所得の課税の特例措置
H25.12.31譲渡分


（H26年度分の住民税）
地附則34条の2


阪神・淡路大震災に係る確定優良住宅地等予定地に係る期間の延長の特例
H6.1.1譲渡分


（H7年度分の住民税）
地附則34条の2の2


居住用財産を譲渡した場合の長期譲渡所得の課税の特例措置 なし 地附則34条の3


特定中小会社が発行した株式に係る譲渡損失の繰越控除等及び譲渡所得等の課税の特
例措置


なし 地附則35条の3


○法人事業税関係


ＪＲ北海道・四国・九州に係る資本割の特例措置 H26.3.31 地附則9条1項
承継銀行等に係る資本割の特例措置 H26.3.31 地附則9条2項


平成２４年度税制改正までに見直しがなされていない措置（平成２５年度税制改正要望のある措置を除く）


措置・施策名 適用期限 根拠条文
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銀行等保有株式取得機構に係る資本割の特例措置 H26.3.31 地附則9条3項
中部国際空港株式会社に係る資本割の特例措置 H26.3.31 地附則9条5項
特定鉄道事業者に係る資本割の特例措置 H26.3.31 地附則9条6項
東京湾横断道路株式会社に係る資本割の特例措置 H26.3.31 地附則9条7項
生命保険業に係る収入割の特例措置 当分の間 地附則9条9項
企業再生支援機構に係る資本割の特例措置 H26.3.31 地附則9条14項
特定の協同組合等の事業税の税率の特例措置 なし 地附則9条の2


○不動産取得税関係


収用等に伴い代替不動産を取得した場合の課税標準の特例 なし 地73条の14・6項
市街地再開発事業（第1種・第2種）の施行に伴い施設建築物の一部等を取得した場合
の課税標準の特例


なし 地73条の14・7項


土地区画整理事業等の施行に伴い、代替不動産を取得した場合の課税標準の特例 なし 地73条の14・8項
農業振興地域の整備に関する法律の規定による交換分合により農業振興地域内にある
土地を取得した場合の課税標準の特例


なし 地73条の14・9項


防災街区整備事業の施行に伴い防災施設建築物の一部等を取得した場合の課税標準の
特例


なし 地73条の14・10項


不動産の取得から1年以内に、当該不動産以外の不動産を収用等されて補償金等を受け
た場合の減額措置


なし 地73条の27の2・1項


譲渡担保権者から当該譲渡担保財産の設定者に当該譲渡担保財産を移転した場合の納
税義務の免除


なし 地73条の27の3・1項


整備新幹線の開業に伴いＪＲから譲渡された並行在来線に係る非課税措置 H28.3.31取得分 地附則10条2項
東日本高速道路株式会社等が取得する一定の不動産に係る非課税措置 H28.3.31取得分 地附則10条5項
独立行政法人森林総合研究所が取得する一定の不動産に係る非課税措置 H26.3.31取得分 地附則10条6項
外貿埠頭公社の民営化に伴い承継する不動産に係る非課税措置 なし 地附則40条


○固定資産税・都市計画税関係


一般電気事業者等が新設した変電所又は送電施設に係る特例措置 なし 地349条の3・1項
鉄道事業者等が敷設した新規営業路線の線路設備等に係る特例措置 なし 地349条の3・2項
ガス事業者が新設したガス事業用の償却資産に係る特例措置 なし 地349条の3・3項
農業協同組合等が取得した共同利用機械等に係る特例措置 なし 地349条の3・4項


日本放送協会の事業用資産に係る特例措置 なし
地349条の3・10項、702
条2項


登録有形文化財等である家屋及びその敷地に係る特例措置 なし
地349条の3・12項、702
条2項


東北・北陸・九州新幹線の構築物に係る特例措置 なし 地349条の3・13項
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青函トンネル又は本州四国連絡橋に係る鉄道施設に係る特例措置 なし 地349条の3・14項
公共用水域に係る事業の施行に伴い新設等された鉄軌道の橋りょうの線路設備等に係
る特例措置


なし 地349条の3・15項


(独)海洋研究開発機構の業務用資産に係る特例措置 なし 地349条の3・17項
熱供給事業者が新設した熱供給事業用の償却資産に係る特例措置 なし 地349条の3・18項
ＪＲ旅客会社等から無償譲渡を受けた特定地方交通線等に係る固定資産に係る特例措
置


なし 地349条の3・20項


特定鉄道事業者により新たに敷設された特定鉄道の線路設備等に係る特例措置 なし 地349条の3・25項


信用協同組合等の事務所及び倉庫に係る特例措置 なし
地349条の3・26項、702
条2項


鉄道事業者等により新たに建設された変電所に係る特例措置 なし 地349条の3・27項


中部国際空港株式会社の業務用資産に係る特例措置 なし
地349条の3・28項、702
条2項


高速道路株式会社等が保有する道路資産に係る非課税措置 H27年度分 地附則14条2項、5項
整備新幹線の開業に伴いJRから譲渡された並行在来線に係る特例措置 H28.3.31取得分 地附則15条14項
JR等が国鉄から承継した一定の固定資産に係る特例措置 なし 地附則15条の2・1項


○自動車取得税関係


免税点の特例措置 H30.3.31取得分 地附則12条の2の4


○軽油引取税関係


軽油引取税の課税免除（石油化学製品） なし 地144条の6


○地方たばこ税関係


本邦と外国との間を往来する本邦の船舶等に積み込む製造たばこの課税免除 なし
地74条の6・1項2号、469
条1項2号


地方たばこ税の税率の特例措置 当分の間 地附則12条の2、30条の2


○鉱区税関係


石油又は可燃性天然ガスを目的とする鉱業権の鉱区に係る軽減税率 なし 地180条2項


○狩猟税関係


放鳥獣猟区のみに係る狩猟者登録に対する軽減税率 なし 地700条の52・2項1号
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放鳥獣猟区のみに係る狩猟者登録を受けている者が受ける放鳥獣猟区以外の場所等に
係る狩猟者登録に対する軽減税率


なし 地700条の52・2項2号


○特別土地保有税関係


特別土地保有税の課税の停止 当分の間 地附則31条


○事業所税関係


法人税法に基づく協同組合等の事業用施設に係る資産割及び従業者割の特例措置 なし 地701条の41・1項1号
学校教育法に基づく専修学校、各種学校の教育用施設に係る資産割及び従業者割の特
例措置


なし 地701条の41・1項2号


ばい煙等の処理その他公害防止又は資源有効利用施設に係る資産割の特例措置 なし 地701条の41・1項3号
廃棄物処理法に基づく許可又は認定を受けて行う産業廃棄物の収集、運搬、処理その
他公害防止又は資源有効利用事業用施設に係る資産割及び従業者割の特例措置


なし 地701条の41・1項4号


家畜取引法に基づく家畜市場に係る資産割の特例措置 なし 地701条の41・1項5号
生鮮食料品の価格安定目的施設に係る資産割の特例措置 なし 地701条の41・1項6号
みそ、しょうゆ、食用酢、酒税法に基づく酒類の製造業者の製造用施設に係る資産割
の特例措置


なし 地701条の41・1項7号


旅館業法に基づくホテル、旅館の営業用施設に係る資産割の特例措置 なし 地701条の41・1項9号
港湾法に基づく港湾施設のうち港務通信施設、旅客施設、船舶役務用施設に係る資産
割及び従業者割の特例措置


なし 地701条の41・1項10号


港湾法に基づく港湾施設のうち上屋、倉庫に係る資産割及び従業者割の特例措置 なし 地701条の41・1項11号
外国貿易のため外国航路に就航する船舶の運送コンテナー貨物荷さばき用施設に係る
資産割の特例措置


なし 地701条の41・1項12号


港湾運送事業法に基づく一般港湾運送事業、港湾荷役事業用上屋に係る資産割の特例
措置


なし 地701条の41・1項13号


倉庫業法に基づく倉庫業者の事業用倉庫に係る資産割の特例措置 なし 地701条の41・1項14号
道路運送法に基づくタクシー事業用施設に係る資産割及び従業者割の特例措置 なし 地701条の41・1項15号
公共飛行場設置施設に係る資産割及び従業者割の特例措置 なし 地701条の41・1項16号
流通業務市街地の整備に関する法律に基づく流通業務地区内に設置されるトラック
ターミナル、倉庫、上屋、道路貨物運送業用店舗等に係る資産割及び従業者割の特例
措置


なし 地701条の41・1項17号


流通業務市街地の整備に関する法律に基づく流通業務地区内に設置される倉庫業者の
事業用倉庫に係る資産割及び従業者割の特例措置


なし 地701条の41・1項18号


信書便法に基づく特定信書便事業者の事業用施設に係る資産割及び従業者割の特例措
置


なし 地701条の41・1項19号
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地方税における税負担軽減措置等の透明化について


税負担軽減措置等について、その適用の実態の透明化を図るとともに、適宜、適切な見直しを
推進する。


(1) 地方税法に規定する税負担の軽減等に係る措置・特例のうち、特定の行政目的の実現のため
に設けられたもの


(2) 住民税及び事業税の税負担の軽減等のうち、法人税等の租税特別措置の直接の影響を受ける
もの


上記(1)については、地方税に関する統計資料（固定資産の価格等の概要調書など）等により、
その適用実態を把握し、上記(2)については、財務大臣による適用実態調査により収集された情
報等に基づき、その影響額を推計する。


(1) 総務大臣は、毎会計年度、把握した適用実態及び影響額の推計について報告書を作成し、こ
れを国会に提出する（翌年1月に開会される国会の常会に提出することを常例とする） 。


(2) 総務大臣は、適用実態の把握等を行うために、財務大臣に対し、参考となるべき資料又は情
報の提供その他の協力を求めることができる。


目的


対象とする税負担軽減措置等


適用実態の把握等


報告書の作成と国会への提出等
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地方税における税負担軽減措置等の適用状況等に関する報告書について 


 
《報告書の内容（イメージ）》 


 


Ⅰ 地方税における税負担軽減措置等の概要 


  


Ⅱ 税目ごとの適用額の状況 


１．税負担軽減措置等に該当する措置又は特例ごとの適用


額の総額 


① 事業税 


② 不動産取得税 


③ 固定資産税 


④ 事業所税 


⑤ 都市計画税 


⑥ その他の税目 
 


２．適用実態調査情報に基づき推計した租税特別措置ごと


の影響額 


① 道府県民税 


② 事業税 


③ 市町村民税 


 


 


 


 


○ 地方税法（抄） 


（地方税における税負担軽減措置等の適用状況等に関する報


告書の作成及び提出） 


第七百五十八条 総務大臣は、毎年度、次に掲げる事項を記


載した報告書を作成しなければならない。 


一  税負担軽減措置等に該当する措置又は特例ごとの適用


額の総額  


二  適用実態調査情報に基づき推計した租税特別措置（所得


税又は法人税に係るもので財務大臣が適用実態調査を実施


したものに限る。次号及び次条において同じ。）ごとの道府


県民税、事業税又は市町村民税への影響額  


三  その他税負担軽減措置等の適用の状況及び租税特別措


置の道府県民税、事業税又は市町村民税への影響の状況の


透明化を図るために必要な事項 
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○法人事業税


種類 総額（千円）


○○○の益金・損金不算入措置
課税標準
（所得）


0


○○○に係る税率の特例措置 税額 0


○○○に係る資本割の特例措置
課税標準


（資本金等の額）
0


○○○に係る収入割の特例措置
課税標準


（収入金額）
0


・・・・・・ ・・・・・・ 0


○不動産取得税


種類 総額（千円）


○○○の課税標準の特例
課税標準


（不動産の価格）
0


○○○の減額措置 税額 0


・・・・・・ ・・・・・・ 0


適用額（H23年度）
特例名


税負担軽減措置等に該当する措置又は特例ごとの適用額の総額


特例名
適用額（H23年度）


　　(各省要望項目、見直し未済税負担軽減措置等に該当するもの）


ひな型
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○固定資産税


種類 総額（千円）


○○○に係る特例措置
課税標準


（固定資産の価格）
0


○○○に係る特例措置 税額 0


・・・・・・ ・・・・・・ 0


○事業所税


種類 総額（㎡、千円）


0


(0千円）


課税標準
（従業者給与総額（千円））


0


・・・・・・ ・・・・・・ 0


課税標準
（事業所床面積（㎡））


○○○に係る資産割及び従業者割の特例措置


特例名
適用額（H23年度）


適用額（H23年度）
特例名
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（単位：千円）


特例名 道府県民税 事業税 市町村民税 合計 地方法人特別税
再計


（地方法人特別税を
含む額）


備考


○○○の法人税率の特例 0 0 0 0 0 0


○○○の法人税額の特別控除 0 0 0 0 0 0


○○○の特別償却 0 0 0 0 0 0


・・・・・ 0 0 0 0 0 0


・・・・・ 0 0 0 0 0 0


・・・・・ 0 0 0 0 0 0


・・・・・ 0 0 0 0 0 0


・・・・・ 0 0 0 0 0 0


適用実態調査情報に基づき推計した租税特別措置ごとの影響額


　　(各省要望項目、見直し未済税負担軽減措置等に該当するもの）


ひな型
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社会保険診療報酬の所得計算の特例
 に係る適用実態調査の結果について


平成24年11月


厚生労働省







社会保険診療報酬の所得計算の特例措置の概要


社会保険診療報酬の金額 概算経費率


2,500万円以下 ７２％


2,500万円超 3,000万円以下 ７０％


3,000万円超 4,000万円以下 ６２％


4,000万円超 5,000万円以下 ５７％


医業又は歯科医業を営む個人及び医療法人が、年間の社会保険診療報酬が5,000


 万円以下であるときは、当該社会保険診療に係る実際経費にかかわらず、当該社会


 保険診療報酬を4段階の階層に区分し、各階層の金額に所定の割合を乗じた金額の


 合計額を社会保険診療に係る経費とすることができる特別措置。


概 要
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○会計検査院の意見表示（平成２３年１０月）（抜粋）
多額の自由診療収入があっても社会保険診療報酬の金額が5,000万円以下であることにより特


 例を適用していたり、特例の概算経費率と実際経費率に開差があることにより多額な措置法差額


 が生じていたり、特例適用者のほとんどが実際経費を計算した上で、概算経費と比較して有利な


 方を選択していたりする事態が見受けられたことを踏まえ、財務省及び厚生労働省において、特


 例が有効かつ公平に機能しているかの検証を行い、特例について、その目的に沿ったより適切な


 ものとするための検討を行うなどの措置を講ずるよう意見を表示する。


実態調査に至る経緯


○平成24年度税制改正大綱（平成２３年１２月）（抜粋）


会計検査院から意見表示がなされている社会保険診療報酬の所得計算の特例に係る租税特


 別措置の見直しについては、会計検査院から指摘された制度の適用対象となる基準のあり方等


 に留意しつつ、小規模医療機関の事務処理の負担を軽減するという特例の趣旨に沿ったものと


 なるよう、課税の公平性の観点を踏まえ、厚生労働省において適用実態を精査した上で、平成25


 年度税制改正において検討することとします。
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実態調査の概要


②調査期間


平成24年6月～8月


①調査方法及び内容


日本医師会及び日本歯科医師会において、個人立診療所（無作為
抽出）を対象にアンケートを実施。


※主な調査項目
・社会保険診療報酬額と自由診療収入額（適用者の規模調査）
・実際にかかった経費額と概算経費額との差額
・本特例措置を適用している理由
・本特例措置が廃止された場合の影響


③調査対象数


日本医師会：4,500
日本歯科医師会：2,511
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・7,011の診療所を対象にアンケートを実施。有効回答数は3,189。回収率約45.5％。


・社会保険診療報酬5,000万円以下の総数は1,330。そのうち特例措置の適用者数は565


であり、社会保険診療報酬5,000万円以下の総数に対して42.5％、有効回答数に対して


17.7％であった。


・非適用者数については、社会保険診療報酬5,000万円以下の総数に対して55.6％であった。


調査数


(A)


有効回答数 社会保険診療報酬


 
5,000万円以下


特例の適用者数 特例の非適用者数


(B) 割合


 
（B/A)


(C) 割合
（C/B)


(D) 割合


 
（D/C)


割合


 
（D/B)


(D) 割合


 
（D/C)


割合


 
（D/B)


日本医師会 4,500 2,251 50.0% 680 30.2% 312 45.9% 13.9% 361 53.1％ 16.0％


日本歯科医


 
師会


2,511 938 37.4% 650 69.3% 253 38.9% 27.0% 378 58.2％ 40.3％


計 7,011 3,189 45.5% 1,330 41.7% 565 42.5% 17.7% 739 55.6％ 23.2％


有効回答数と特例措置の適用率


※無回答を除いているため合計は一致しない。
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適用者の属性①（年齢別・社会保険診療報酬別
 


医師）


【年齢】


社会保険診療


 
報酬5,000万円


 
以下数


適用者数
正確に記帳している 非適用者数


構成割合
実額計算者


実額計算割合
適用者に


占める割合
構成割合


年
齢
別


30～39歳 6 4 1.3% 4 100％ ４ 100％ 2 0.6%


40～49歳 65 31 9.9% 23 74.2％ 21 67.7％ 33 9.1%


50～59歳 157 77 24.7% 60 77.9％ 45 58.4％ 77 21.3%


60～69歳 174 69 22.1% 61 88.4％ 50 72.5％ 103 28.5%


70歳以上 278 131 42.0% 72 55.0％ 50 38.2％ 146 40.5%


社
会
保
険
診
療
報
酬
別


～2,500万円以下 219 106 34.0％ 70 66.0％ 49 46.2％ 111 30.7%


2,500万円超～3,000万


 
円


42 16 5.1％ 13 81.3％ 10 62.5％ 26 7.2%


3,000万円超～4,000万


 
円


151 73 23.4％ 65 89.0％ 43 58.9％ 78 21.6%


4,000万円超～5,000万


 
円


168 78 25％ 72 92.3％ 48 61.5％ 90 24.9%


合計 680 312 45.9％ 220 70.5％ 170 54.5％ 361 53.1％


・社会保険診療報酬5,000万円以下の者680のうち、適用者数は312（45.9％）、非適用者数は361
（53.1％）であった。


・適用者312のうち、70歳以上の層が42％と最も多い割合を占めている。
・適用者のうち、実額計算者(確定申告書付表に実額経費を記載している者)の割合は全体平均で70.5％で


あるが、70歳以上の層では55％と相当程度低くなっている。


・実額計算者の割合は全体で70.5％であるが、実額を厳密（正確）に記帳していると回答した者は54.5％
となっており、実額計算者の中にも正確な記帳が困難であると回答している者が相当数存在している。


※無回答を除いているため合計は一致しない。5







社会保険診療


 
報酬5,000万円


 
以下数


適用者数
正確に記帳している 非適用者数


構成割合
実額計算者


実額計算割合
適用者に


占める割合
構成割合


年
齢
別


30～39歳 22 4 1.6% 4 100.0% 4 100％ 15 4.0%


40～49歳 113 38 15.0% 31 81.6% 31 81.6％ 73 19.3%


50～59歳 265 97 38.3% 79 81.4% 79 81.4％ 160 42.3%


60～69歳 234 107 42.3% 73 68.2% 69 64.5％ 121 32.0%


70歳以上 16 7 2.7% 3 42.9% 4 57.1％ 9 2.4%


社
会
保
険
診
療
報
酬
別


～2,500万円以下 229 106 41.9% 83 78.3% 80 75.5％ 120 31.7%


2,500万円超～
3,000万円


73 35 13.8% 26 74.2% 27 77.1％ 35 9.3%


3,000万円超～
4,000万円


150 56 22.1% 49 87.5% 38 67.9％ 90 23.8%


4,000万円超～
5,000万円


113 34 13.4% 32 94.1% 26 76.5％ 79 20.9%


合計 650 253 38.9％ 190 75.1％ 187 73.9％ 378 58.2％


適用者の属性①（年齢別・社会保険診療報酬別
 


歯科医師）


【年齢】


・社会保険診療報酬5,000万円以下の者650のうち、適用者数は253（38.9％）、非適用者数は378（58.2％）であっ


 
た。
・適用者253のうち、60歳以上、社会保険診療報酬2,500万円以下の層がともに4割超を占めている。
・適用者のうち、実額計算者(確定申告書付表に実額経費を記載している者)の割合は全体平均で75.1％


であるが、70歳以上の層では42.9％と相当程度低くなっている。


※無回答を除いているため合計は一致しない。
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総収入の金額
適用者数 実額計算者 社会保険診療報


 
酬割合の平均


自由診療収入


 
割合の平均構成割合 実額計算割合


～1,000万円 35 11.2％ 16 45.7% 85.4% 12％


1,000万円超～2,000万円 43 13.8％ 32 74.4% 91.6% 8％


2,000万円超～3,000万円 37 11.9％ 29 78.4% 91.7％ 6.9％


3,000万円超～4,000万円 48 15.4％ 41 85.4% 91.7％ 7.6％


4,000万円超～5,000万円 72 23.1％ 65 90.3% 92.4％ 7.2％


（5,000万円以下小計） 235 75.3％ 183 77.9% 90.9％ 8.1％


5,000万円超～6,000万円 24 7.7％ 23 95.8% 85.5％ 13.1％


6,000万円超～7,000万円 5 1.6％ 5 100% 71.3％ 28.5％


7,000万円超～8,000万円 4 1.3％ 4 100% 56.8％ 42.7％


8,000万円超～9,000万円 5 1.6％ 5 100% 53.8％ 46.1％


（5,000万円超小計） 38 12.2％ 37 97.4% 76.4％ 22.6％


計 312 100％ 220 70.5% 88.9％ 10.1％


・総収入（社会保険診療報酬＋自由診療報酬＋雑収入）が5,000万円以下の適用者数は全
体の75.3％であり、総収入が5,000万円超の適用者数は全体の12.2％であった。


・自由診療割合については、全体平均では10.1％であるが、総収入7,000万円超の層では
40％を超えている。


適用者の属性②（総収入別・医師）


※総収入が不明の者を除いているため合計は一致しない。
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総収入の金額
適用者数 実額計算者 社会保険診療報


 
酬割合の平均


自由診療収入


 
割合の平均構成割合 実額計算割合


～1,000万円 19 7.5% 10 52.6% 83.2% 12.4%


1,000万円超～2,000万円 45 17.8% 38 84.4% 88.5% 10.5%


2,000万円超～3,000万円 58 22.9% 48 82.8% 92.8% 6.3%


3,000万円超～4,000万円 52 20.6% 44 84.6% 91.1% 7.9%


4,000万円超～5,000万円 44 17.4% 40 90.9% 88.4% 10.4%


（5,000万円以下小計） 218 86.2% 180 82.6% 89.8% 8.9%


5,000万円超～6,000万円 11 4.3% 9 81.8% 83.3% 15.7%


6,000万円超～7,000万円 2 0.8% 1 50.0% 73.7% 25.9%


7,000万円超～8,000万円 0 0% 0 － － －


8,000万円超～9,000万円 0 0% 0 － － －


（5,000万円超小計） 13 5.1% 10 76.9% 81.8% 17.3%


計 253 100% 190 75.1% 89.3% 9.4%


・総収入（社会保険診療報酬＋自由診療報酬＋雑収入）が5,000万円以下の適用者数は全
体の86.2％であり、総収入が5,000万円超の適用者数は全体の5.1％である。


・自由診療割合については、全体平均では9.4％であるが、総収入6,000万円超の層では
25.9％となっている。


適用者の属性②（総収入別・歯科医師）


※総収入が不明の者を除いているため合計は一致しない。
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・概算経費率を適用した医師の概算経費率の平均値は70.3％、実額経費率の平均値は48.5％であり、
その差は21.6％（※）であった。


・概算経費率を適用した歯科医師の概算経費率の平均値は71.0％、実額経費率の平均値は53.7％であ
り、その差は17.3％（※）であった。


※会計検査院の調査では、18.8％
・一方、非適用者も含めた社会保険診療報酬5,000万円以下の者全体の実額経費率の平均は、医師が


72.2％、歯科医師が69.6％であった。（下記※参照）


適用者の属性③（概算経費と実額経費の状況）


特例措置
適用者


実額計算者 実額経費率


 
の平均値


概算経費率の


 
平均値


開差
実額計算割合


【医師】
社
会
保
険
診
療
報
酬
別


～2,500万円 106 70 66.0% 48.5% 72.0% 23.5%


2,500万円超～3,000万円 16 13 81.3% 45.7% 71.8% 26.1%


3,000万円超～4,000万円 73 65 89.0% 50.7% 70.2% 19.5%


4,000万円超～5,000万円 78 72 92.3% 47.2% 68.0% 20.8%


計 312 220 70.5% 48.5% 70.3% 21.6%


※社会保険診療報酬5,000万円以下のうち、実額計算をしている者は、医師581名（適用者220名、非適用者361名）、歯科医


 
師568名（適用者190名、非適用者378名）であり、これらの者の実額経費率の平均は、医師72.2％、歯科医師69.6％であった。
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【歯科医師】


社
会
保
険
診
療
報
酬
別


～2,500万円 106 83 78.3% 55.1% 72.0% 16.9%


2,500万円超～3,000万円 35 26 74.3% 53.2% 71.9% 18.6%


3,000万円超～4,000万円 56 49 87.5% 52.8% 70.4% 17.6%


4,000万円超～5,000万円 34 32 94.1% 52.2% 68.0% 15.8%


計 253 190 75.1% 53.7% 71.0% 17.3%







適用者の属性④（適用理由・医師）


【年齢】


特例措置
適用者


（A)


実際経費を厳密に計算しなくて済み、


 
事務負担が軽減されるから


実際経費よりも概算経費額の方


 
が多いから


（B） 構成割合(Ｂ)/(A) （C） 構成割合(C)/(A)


年
齢
別


30～39歳 4 1 25.0% 4 100.0%


40～49歳 31 21 67.7% 19 61.3%


50～59歳 77 39 50.6% 53 68.8%


60～69歳 69 35 50.7% 54 78.3%


70歳以上 131 87 66.4% 57 43.5%


社
会
保
険
診
療
報
酬
別


～2,500万円 106 72 67.9% 51 48.1%


2,500万円超～3,000万円 16 7 43.8% 13 81.3%


3,000万円超～4,000万円 73 37 50.7% 54 74.0%


4,000万円超～5,000万円 78 46 59.0% 58 74.4%


合計 312 183 58.7％ 187 59.9％


・適用者全体のうち、事務負担の軽減、概算経費の有利性を適用理由としている者が、
ともに約6割であった（複数回答）。


・一方、70歳以上の層や社会保険診療報酬2,500万円以下の層では、事務負担の軽減を理
由とする者が約7割､概算経費の有利性を理由とする者が約4割となっており､概算経費の
有利性よりも事務負担の軽減を理由としている者が相当程度多い。


※社会保険診療報酬が不明の者を除いているため合計は一致しない。
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特例措置
適用者


（A)


実際経費を厳密に計算しなくて済み、


 
事務負担が軽減されるから


実際経費よりも概算経費額の方


 
が多いから


（B） 構成割合(Ｂ)/(A) （C） 構成割合(C)/(A)


年
齢
別


30～39歳 4 1 25.0% 3 75.0%


40～49歳 38 15 39.5% 27 71.1%


50～59歳 97 32 33.0% 76 78.4%


60～69歳 107 41 38.3% 67 62.6%


70歳以上 7 4 57.1% 4 57.1%


社
会
保
険
診
療
報
酬
別


～2,500万円 106 39 36.8% 72 67.9%


2,500万円超～3,000万円 35 16 45.7% 24 68.6%


3,000万円超～4,000万円 56 21 37.5% 43 76.8%


4,000万円超～5,000万円 34 10 29.4% 26 76.5%


合計 253 93 36.8％ 177 70.0％


適用者の属性④（適用理由・歯科医師）


【年齢】


・事務負担の軽減を適用理由としている者は、適用者全体では36.8％であるが、70歳以上
の層では57.1％と相当程度高くなっている。


・概算経費の有利性を適用理由としている者は、適用者全体では70％であるが、70歳以上
の層では57.1％と相当程度低くなっている。


※社会保険診療報酬が不明の者を除いているため合計は一致しない。
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適用者の属性⑤（廃止された場合の影響・医師）


特例措置
適用者


（A)


事業の継続ができなくなる恐


 
れがある


現在のような医療の提供が


 
困難となる恐れがある


事業に与える左記のような


 
影響はない


（B） 構成割合(Ｂ)/(A) （C） 構成割合


 
(C)/(A)


（D） 構成割合


 
(D)/(A)


年
齢
別


30～39歳 4 2 50.0% 3 75.0% 0 0.0%


40～49歳 31 8 25.8% 25 80.6% 5 16.1%


50～59歳 77 25 32.5% 45 58.4% 15 19.5%


60～69歳 69 17 24.6% 40 58.0% 16 23.2%


70歳以上 131 76 58.0% 53 40.5% 12 9.2%


社
会
保
険
診
療
報
酬
別


～2,500万円以下 106 59 55.7% 50 47.2% 11 10.4％


2,500万円超～3,000万円 16 8 50.0% 7 43.8% 2 12.5%


3,000万円超～4,000万円 73 19 26.0% 46 63.0% 16 21.9%


4,000万円超～5,000万円 78 18 23.1% 46 59.0% 17 21.8%


合 計 312 128 41.0% 166 53.2% 48 15.4%


・適用者全体の41％が「事業の継続ができなくなる恐れがある」と回答。
・特に、70歳以上の層や社会保険診療報酬2,500万円以下の層では「事業の継続ができな


くなる恐れがある」と答えた者がそれぞれ58％、55.7％と平均よりも相当程度高くなっ
ている。


※社会保険診療報酬が不明の者を除いているため合計は一致しない。
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特例措置
適用者


（A)


事業の継続ができなくなる恐


 
れがある


現在のような医療の提供が


 
困難となる恐れがある


事業に与える左記のような


 
影響はない


（B） 構成割合(Ｂ)/(A) （C） 構成割合


 
(C)/(A)


（D） 構成割合


 
(D)/(A)


年
齢
別


30～39歳 4 1 25.0% 2 50.0% 1 25.0%


40～49歳 38 15 39.5% 26 68.4% 6 15.8%


50～59歳 97 35 36.1% 55 56.7% 14 14.4%


60～69歳 107 46 43.0% 54 50.5% 14 13.1%


70歳以上 7 4 57.1% 2 28.6% 2 28.6%


社
会
保
険
診
療
報
酬
別


～2,500万円以下 106 51 48.1% 49 46.2% 16 15.1%


2,500万円超～3,000万円 35 15 42.9% 19 54.3% 6 17.1%


3,000万円超～4,000万円 56 17 30.4% 39 69.6% 6 10.7%


4,000万円超～5,000万円 34 8 23.5% 22 64.7% 6 17.6%


合 計 253 101 39.9% 139 54.9% 37 14.6%


適用者の属性⑤（廃止された場合の影響・歯科医師）


・適用者全体の39.9％が「事業の継続ができなくなる恐れがある」と回答。
・特に、70歳以上の層や社会保険診療報酬2,500万円以下の層では「事業の継続ができな


くなる恐れがある」と答えた者がそれぞれ57.1％、48.1％と平均よりも相当程度高く
なっている。


※社会保険診療報酬が不明の者を除いているため合計は一致しない。
13







調査結果のまとめ


１．本特例措置の適用者には、高齢者層や社会保険診療報酬2,500万円以下の小規模医療機関層が多い。
これらの者が実額経費を計算している割合は、例えば70歳以上の高齢医師では55％であるなど、全
体平均（医師の場合70.5％）に比して、相当程度低くなっている。


２．本税制が廃止された場合の影響として、「事業の継続ができなくなる恐れがある」とした者も高齢
者層、小規模医療機関層では約5～6割と全体平均（約4割）に比して、相当程度高くなっている。


３．このように、今回の調査においては、本特例措置が小規模医療機関等の事務処理負担の軽減を図る
制度として有効に機能していることが明らかになったところであり、本特例措置は基本的に維持す
ることが適当と考えられる。


４．一方で、適用者の中には、多額の自由診療収入を得ていることにより必ずしも小規模な医療機関と
は言えない者も存在することが明らかとなったことから、小規模医療機関等の事務処理負担の軽減
を図るという趣旨を踏まえ、自由診療収入も含めた収入額が一定額以上の者を適用対象から除外す
る見直しを行う。


５．なお、
・適用者（社会保険診療報酬5,000万円以下の者全体の約4割）の実額経費率は概算経費率に比して


低くなっているが、非適用者（同約6割）の実額経費率は概算経費率よりも高いと考えられること
・非適用者も含めた社会保険診療報酬5,000万円以下の者全体の実額経費率の平均は約7割（医師


72.2％、歯科医師69.6％）となっていること
から、現行の概算経費率の水準は合理性があるものと考えている。


６.


 


また、階層によっては適用者の多くが実額計算しているが、実額計算している者の中にも正確な記
帳が困難であると回答している者が相当数存在している。
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社会保険診療報酬に係る事業税の非課税措置
 及び医療法人の社会保険診療報酬以外部分に係る


 事業税の軽減措置について


平成24年11月


厚生労働省







医療とりわけ社会保険診療の高い公共性に鑑み、社会保険診療報酬に係る事業税の非課税措置を
存続する。また、医療事業の安定性・継続性を高め、良質かつ適切な医療を効率的に提供する体制
の確保に資する医療法人制度を支援するため、医療法人の社会保険診療以外の部分に係る事業税の
軽減措置を存続する。


社会保険診療報酬に係る事業税の非課税措置及び医療法人の社会保険診療報酬以外部分に係る
事業税の軽減措置の存続


社会保険診療報酬 社会保険診療報酬以外


非課税


開設主体
400万円


以下


400万円超
800万円以下


800万円超


国・地方公共団体 非課税


特別法人
(医療法人等)


2.7%
(約4.9%)


3.6%
（約6.5%）


3.6%
(約6.5%)


普通法人
2.7%


(約4.9%)
4.0%


(約7.2%)
5.3%


(約9.6%)


個人 5.0%


注：（


 


）内の％は、20年10月以降の事業年度から事業税と分離して課税される「地方法人特別税」（事業税率の81%）を合算した税率


現 状


要望内容


１







医療法人と公立病院との比較について


○


 


医療法人の法人税、住民税の負担額は、公立に比べ、1施設あたり年間約2,400万円多く、
補助金・負担金等は、約6億2,000万円少ない。


○


 


公立病院は、この他、事業税に加えて、固定資産税・都市計画税についても非課税である


 
。


１．医療法人と公立病院における税金、補助金・負担金等の比較


公立病院 医療法人


（平均病床数） （243病床） （129病床）


税金（法人税、住民税） 145(※) 23,932


1床当たり 0.6 186


その他の医業・介護関連収益（受取利息・配当


 
金、有価証券売却益等、固定資産売却益等の特


 
別利益、補助金・負担金）


659,208 39,193


1床当たり 2,713 304


（1施設あたり）（単位：千円）


出典：「平成23年6月実施


 


医療経済実態調査報告」


２．公立病院に対する他会計繰入金


平成22年度決算で5,417億円（総収益に占める割合は13.6％）。


出典：総務省「地方公営企業年鑑」


２


※


 


公立病院には指定管理者制度（公設民営）により運営されている病院の税金（法人税、住民税）が計上されている。







医療関係団体（
 


）の主張


○


 


法人税は課税されている一方、事業税は非課税であることについて整合性がとれていな
いとの指摘があるが、そもそも税の性格が異なるため、同一の議論をすることは間違いで
ある。
事業税は、事業活動を行うにあたり、行政サービスを受益していることに対する税負担


である。医療は公共性が高く、地域にとって不可欠なサービスを提供していることから、
受益以上にサービスを提供している。したがって、法人税と同様に考えることは適当でな
い。


○


 


医療機関の収入は社会保険診療報酬という公定価格だが、その価格設定も非常に厳しい
ものとなっている。また、自由診療収入についても、差額ベッド割合に上限があるなど一
定の制限が設けられており、そういう厳しい制約の中で経営をやっているのが実情である。


○


 


ここで事業税の特例を廃止するなどということがあれば、民間医療機関の経営の安定は
決定的に損なわれ、地域医療の崩壊に拍車をかけることは明らかである。


○


 


民間医療機関は厳しい経営環境にあるが、一方で公立病院は税制面や補助金で非常に優
遇されているため、民間医療機関には強い不公平感がある。


○


 


自由診療にも、先進医療、正常分娩を含む周産期医療、予防接種や健康診断など公共性
があるものが多い。また、美容整形といっても、火傷跡の修復、乳がん手術後の乳房の修
復、顔面のあざの除去もあり、線引きは難しい。


３


日本医師会、日本病院会、全日本病院協会


 
日本医療法人協会、日本精神科病院協会
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